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第１節 

１ 事業の体系 
    高齢者施策の実施 

東京都高齢者保健福祉
計画の策定 

東京都高齢者保健福祉計画・東京
都介護保険事業支援計画 

（企画課） 

介護保険制度の運営 介護サービス情報の公表 （介護保険課） 

介護給付費都負担金 （介護保険課） 

財政安定化基金の運営 （介護保険課） 

地域支援事業交付金 （在宅支援課） 

第１号保険料の低所得者軽減強化 （介護保険課） 

低所得者特別対策事業（国の特別対策） （介護保険課） 

低所得者特別対策事業（都独自の支援策） （介護保険課） 

離島等における介護保険支援事業 （介護保険課） 

認定調査員等研修事業 （介護保険課） 

介護認定審査会運営適正化研修事業 （介護保険課） 

事業者指定・事業者情報提供事業 （介護保険課） 

ケアマネジメントの充実 （介護保険課） 

介護保険審査会の運営 （介護保険課） 

国民健康保険団体連合会苦情処理体制の整備 （介護保険課） 

高齢者保健福祉施策推進委員会の運営 （企画課） 

介護人材対策の推進 介護人材確保対策事業 （介護保険課） 

介護の仕事就業促進事業 （介護保険課） 

介護職員奨学金返済・育成支援事業 （介護保険課） 

東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業 （介護保険課） 

介護職員の宿舎施設整備支援事業 （介護保険課） 

介護現場改革促進事業 （介護保険課） 

東京都介護職員キャリアパス導入促進事業 （介護保険課） 

介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業 （介護保険課） 

代替職員の確保による現任介護職
員等の研修支援事業 

（介護保険課） 

現任介護職員資格取得支援事業 （介護保険課） 

介護職員スキルアップ研修事業 （介護保険課） 

介護職員等によるたんの吸引等の
ための研修事業 

（介護保険課） 

介護事業者の地域連携推進事業 （介護保険課） 

東京都区市町村介護人材対策事業費補助金 （介護保険課） 

経済連携協定等に基づく外国人介
護士受入れ支援事業 

（介護保険課） 

外国人技能実習制度に基づく介護
実習生受入れ支援事業 

（介護保険課） 

外国人介護従事者受入れ環境整備事業 （介護保険課） 

外国人介護従事者受入れマッチング支援事業 （介護保険課） 

ユニットケア研修等事業 （施設支援課） 

感染症対策指導者養成研修事業 （施設支援課） 

介護施設内保育施設運営支援事業 （施設支援課） 

介護現場におけるハラスメント対策事業 （介護保険課） 

介護の現場のＤＸ・タスクシェア促進事業 （施設支援課） 
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介護予防・フレイル予防
の推進 

自立支援・介護予防に向けた地域
ケア会議推進事業 

（在宅支援課） 

介護予防推進会議 （在宅支援課） 

介護予防・フレイル予防支援強化事業 （在宅支援課） 

短期集中予防サービス強化支援事業 （在宅支援課） 

新しい日常における介護予防・フ
レイル予防活動支援事業 

（在宅支援課） 

高齢者の健康づくりに資するスマート
ウォッチ等デジタル機器活用事業 

（施設支援課） 

在 宅 療 養 の 推 進 訪問看護人材確保育成事業 （在宅支援課） 

訪問看護ステーション代替職員
（研修及び産休等）確保支援事業 

（在宅支援課） 

新任訪問看護師育成支援事業 （在宅支援課） 

訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業 （在宅支援課） 

いきいき・あんしん在宅療養サポート
訪問看護人材育成支援事業 

（在宅支援課） 

暮らしの場における看取り支援事業 （施設支援課） 

認知症の人の支援等 認知症高齢者グループホーム整備
促進事業 

（施設支援課） 

認知症施策推進事業 （在宅支援課） 

認知症疾患医療センター運営事業 （在宅支援課） 

認知症介護研修事業 （在宅支援課） 

若年性認知症総合支援センター運営事業 （在宅支援課） 

若年性認知症支援事業 （在宅支援課） 

高齢者権利擁護推進事業 （在宅支援課） 

認知症支援コーディネーター事業 （在宅支援課） 

認知症支援推進センター運営事業 （在宅支援課） 

歯科医師・薬剤師・看護職員認知
症対応力向上研修事業 

（在宅支援課） 

認知症初期集中支援チーム員等研修事業 （在宅支援課） 

認知症とともに暮らす地域あんしん事業 （在宅支援課） 

認知症サポーター活動促進事業 （在宅支援課） 

ＡＩ等を活用した認知症研究事業 （施設支援課） 

認知症高齢者東京アプローチ社会実装事業 （在宅支援課） 

地域における日常生活
の支援等 

地域包括支援センター職員研修等事業 （在宅支援課） 

高齢者向け住宅の生活支援サービ
ス公表事業 

（在宅支援課） 

生活支援体制整備強化事業 （在宅支援課） 

多様な主体の地域貢献活動による
地域包括ケアの推進 

（在宅支援課） 

高齢社会対策区市町村包括補助事業 （在宅支援課） 

避難者の孤立化防止事業 （在宅支援課） 

高齢者を熱中症等から守る区市町村支援事業 （在宅支援課） 

ＴＯＫＹＯシニア食堂推進事業 （在宅支援課） 

在宅要介護者の受入体制整備事業 （介護保険課） 

介護サービス事業所等のサービス
提供体制確保事業 

（介護保険課） 

高齢者の生きがいと 
社会参加の促進 

老人クラブの育成 （在宅支援課） 

シルバーパスの交付 （在宅支援課） 

百歳訪問事業 （在宅支援課） 
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人生100年時代セカンドライフ応援事業 （在宅支援課） 

人生100年時代社会参加マッチング事業 （在宅支援課） 

老人クラブ活動継続支援事業 （在宅支援課） 

要介護等の維持改善に向けた介護
事業者の取組促進 

（介護保険課） 

老人福祉施設の運営指導等 特別養護老人ホーム経営支援事業 （施設支援課） 

軽費老人ホーム（ケアハウス）運営費補助 （施設支援課） 

高齢者施設等のＢＣＰ策定支援事業 （施設支援課） 

介護サービス事業所のＢＣＰ策定支援事業 （介護保険課） 

高齢者施設での新型コロナ発生時
の応援職員派遣事業 

（施設支援課） 

高齢者施設における新型コロナウ
イルス感染症対策強化事業 

（施設支援課） 

高齢者施設への集中的検査の実施 
 
 

（施設支援課、 
介護保険課、 
在宅支援課） 

東京都高齢者施設事業継続支援事業 
 
 

（施設支援課、 
介護保険課、 
在宅支援課） 

施設内療養を行う高齢者施設への
リハビリテーション職員派遣事業 

（施設支援課） 

特別養護老人ホーム等物価高騰緊
急対策事業 

（施設支援課） 

介護サービス事業所燃料費高騰緊
急対策事業 

（介護保険課） 

老人福祉施設等の整備 特別養護老人ホーム等整備費補助 （施設支援課） 

介護保険施設等の整備に係る用地
確保支援事業 

（施設支援課） 

地域密着型サービス等整備推進事業 （施設支援課） 

介護老人保健施設の整備 （施設支援課） 

ケアハウスの整備 （施設支援課） 

介護専用型有料老人ホーム整備費補助 （施設支援課） 

区市町村所有地の活用等による介
護基盤の整備促進事業 

（施設支援課） 

介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 （施設支援課） 

ショートステイ整備費補助 （施設支援課） 

サービス付き高齢者向け住宅整備
事業（医療・介護連携強化加算） 

（在宅支援課） 

都市型軽費老人ホーム整備費補助 （施設支援課） 

介護療養型医療施設から介護医療
院への転換整備費補助 

（施設支援課） 

高齢者施設等の防災・減災対策推進事業 （施設支援課） 

高齢者施設等の感染症対策設備整備推進事業 （施設支援課） 

定期借地権の一時金に対する補助 （施設支援課） 

借地を活用した特別養護老人ホー
ム等設置支援事業 

（施設支援課） 

広域的に利用する特別養護老人ホーム
の整備に伴う地域福祉推進交付金 

（施設支援課） 

板橋キャンパス及び東村山 
キャンパスの再編整備・ 
管理等 

板橋キャンパス及び東村山キャン
パスの再編整備・管理 

（施設支援課） 

地方独立行政法人東京都健康長寿
医療センターへの支援 

（施設支援課） 
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２ 高齢者施策推進部事業関連計画 

東京都高齢者保健福祉計画（第８期） 

 

 

(1）計画策定の趣旨 

東京都高齢者保健福祉計画は、大都市東京の特性を生かし、地域で支え合いながら、高齢者が

いきいきと心豊かに、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、都が目指す基

本的な政策目標を定め、その実現に向けて取り組む施策を明らかにすることを目的とし、策定し

ている。 

(2）計画の位置付け 

老人福祉法第20条の９に基づく都道府県老人福祉計画及び介護保険法第118条に基づく都道府

県介護保険事業支援計画を合わせた、都における高齢者の総合的・基本的計画として一体的に策

定している。 

また、福祉保健施策の一体的・総合的な推進が必要であることから、保健事業を含んだ計画と

なっている。 

さらに、本計画は、東京都保健医療計画（平成30年３月改定、令和３年７月中間見直し）、東

京都障害者・障害児施策推進計画（令和３年６月策定）、東京都地域福祉支援計画（令和３年12

月策定）、高齢者の居住安定確保プラン（令和３年３月改定）など、都の高齢者施策の推進に関

連する他の計画並びに区市町村の老人福祉計画及び介護保険事業計画とも整合性等を図りつつ策

定している。 

(3）計画期間 

平成12年度から実施された介護保険制度では、３年間を１期とする事業運営期間を設定してお

り、令和３年度から令和５年度までを計画期間とする本計画期間は、その第８期目に該当する。 

また、中長期的には、「団塊の世代」が後期高齢者となる令和７年及び「団塊ジュニア世代」

が高齢者となる令和22年を見据えた計画としている。 
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３ 高齢者施策推進部事業関連統計 

 

(1）年齢別人口の推移（東京都） （単位：万人） 

区分 昭和
55年 

 

60年 
平成 
２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 
令和 
２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

０～14歳 239 213 173 150 142 142 148 152 157 157 150 143 136 

15～64歳 831 864 879 871 869 870 885 873 894 938 932 900 850 

65歳以上 89 106 124 153 191 230 264 301 311 328 337 355 379 

 

(2）高齢者人口の内訳（東京都） （単位：万人） 

区分 昭和
55年 

 

60年 
平成 
２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 
令和 
２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

65～74歳 

計 
60 67 75 94 116 132 143 157 146 136 146 171 196 

75歳以上 

計 
29 39 49 59 75 98 122 144 165 191 191 183 183 

※ 昭和55年～令和２年は年齢不詳分の按分は行っていない。 

資料：昭和55年～令和２年 総務省統計局「国勢調査」（各年10月１日現在）  

令和７年～ 総務局「東京都昼間人口の予測」（令和２年３月） 

 

(3）要介護認定者数の推移（東京都） （単位：万人、％） 

 

区分 

平成
12年 
4月 

 

14年度 

 

17年度

 

20年度

 

23年度

 

27年度

 

28年度

 

29年度

 

30年度

 
令和

元年度

 

2年度 

 

3年度 

 

４年度 

要介護
認定者数 18 29 37 41 46 56 57 59 60 62 63 64 65 

高齢者
人口比 9.7 13.9 16.6 16.3 17.6 18.6 18.7 19.2 19.5 19.8 20.1 20.5 20.7 

※ 要介護認定者数は、要介護・要支援認定者で第２号被保険者を含む人数 

※ 高齢者人口は、各年度１月１日現在の数字 

※ 平成12年４月の高齢者人口比は、平成12年４月の要介護認定者と平成12年１月の高齢者人口との比 

※ 平成14年度以降の要介護認定者数は、各年度１月末の数字 

資料：平成12年４月～平成16年５月 福祉局「業務統計月報」 

平成16年６月～令和５年１月 福祉保健局｢月報福祉行政統計｣ 

平成12年１月～令和５年１月 総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」 

 

(4）高齢化率と高齢者１人当たりの生産年齢人口の推移（東京都） （単位：％、人） 

区分 昭和
55年 

 

60年 
平成 
２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

 

27年 
令和 
２年 

 

７年 

 

12年 

 

17年 

 

22年 

高齢化率 7.7 8.9 10.6 13.0 15.9 18.5 20.4 22.7 22.8 23.0 23.8 25.4 27.8 

高齢者1人当たり
生産年齢人口 9.3 8.2 7.1 5.7 4.5 3.8 3.3 2.9 2.9 2.9 2.8 2.5 2.2 

※ 高齢化率は、総人口（年齢不詳は除く。）に占める高齢者の割合 

資料：総務省統計局「国勢調査」（昭和55年～令和２年）（各年10月１日現在）  

令和７年～ 総務局「東京都昼間人口の予測」（令和２年３月） 
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(5）介護サービス量の見込み 

ア 居宅サービス（居住系サービスを除く。）量の見込み 
  

令和元年度 

 

令和３年度 

 

令和４年度 
令和５年度 令和７年度 

 令和元年度比  令和元年度比 

居宅介護支援 （人/年） 2,943,012 3,092,184 3,197,748 3,294,612 111.9% 3,415,680 116.1% 

介護予防支援 （人/年） 624,493 707,724 734,232 757,248 121.3% 787,644 126.1% 

訪問介護 （回/年） 28,141,513 29,714,460 30,668,749 31,656,874 112.5% 32,622,978 115.9% 

訪問入浴介護 （回/年） 534,211 566,496 582,247 599,564 112.2% 618,691 115.8% 

介護予防訪問入浴介護（回/年） 1,680 1,764 1,901 1,974 117.5% 2,052 122.1% 

訪問看護 （回/年） 7,867,099 9,309,284 9,762,329 10,201,556 129.7% 10,634,731 135.2% 

介護予防訪問看護 （回/年） 1,082,788 1,354,207 1,431,673 1,489,415 137.6% 1,566,701 144.7% 

訪問リハビリテーション （回/年） 1,209,415 1,380,310 1,436,270 1,494,232 123.5% 1,538,810 127.2% 

介護予防訪問リハビリテーション（回/年） 162,833 210,365 221,585 234,104 143.8% 246,785 151.6% 

通所介護 （回/年） 11,605,002 11,941,894 12,516,530 13,071,205 112.6% 13,589,178 117.1% 

通所リハビリテーション（回/年） 2,223,791 2,240,087 2,349,511 2,426,689 109.1% 2,536,909 114.1% 

介護予防通所リハビリテーション（人/年） 82,614 89,640 93,312 96,768 117.1% 100,236 121.3% 

居宅療養管理指導 （人/年） 1,421,493 1,629,744 1,698,552 1,759,056 123.7% 1,809,960 127.3% 

介護予防居宅療養管理指導（人/年） 119,228 143,040 148,680 153,912 129.1% 159,816 134.0% 

短期入所サービス計 （日/年） 2,574,851 2,663,566 2,788,956 2,887,103 112.1% 2,998,588 116.5% 

 短期入所生活介護（日/年） 2,308,653 2,411,566 2,525,173 2,612,766 113.2% 2,712,670 117.5% 

短期入所療養介護（日/年） 266,198 252,000 263,783 274,337 103.1% 285,918 107.4% 

介護予防短期入所サービス計（日/年） 34,601 35,335 37,742 40,189 116.1% 40,336 116.6% 

 介護予防短期入所生活介護（日/年） 29,811 30,677 32,350 33,371 111.9% 35,120 117.8% 

介護予防短期入所療養介護（日/年） 2,395 2,329 2,696 3,409 142.3% 2,608 108.9% 

福祉用具貸与 （千円/年） 28,823,658 31,222,012 32,332,606 33,401,092 115.9% 34,485,172 119.6% 

介護予防福祉用具貸与 （千円/年） 2,779,160 3,270,755 3,391,039 3,490,263 125.6% 3,601,325 129.6% 

特定福祉用具販売 （千円/年） 1,047,099 1,223,901 1,272,455 1,311,561 125.3% 1,339,264 127.9% 

特定介護予防福祉用具販売 （千円/年） 271,870 292,323 300,920 312,631 115.0% 321,650 118.3% 

住宅改修 （千円/年） 1,942,201 2,138,520 2,203,515 2,258,927 116.3% 2,318,430 119.4% 

住宅改修（介護予防） （千円/年） 1,148,476 1,226,360 1,263,556 1,300,883 113.3% 1,338,588 116.6% 

出典：東京都高齢者保健福祉計画 令和３年度～令和５年度 

 

 

イ  地域密着型サービス（施設・居住系サービスを除く。）量の見込み 
  

令和元年度 

 

令和３年度 

 

令和４年度 
令和５年度 令和７年度 

 令和元年度比  令和元年度比 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（人/年） 20,862 26,388 29,928 32,880 157.6% 33,732 161.7% 

夜間対応型訪問介護 （人/年） 17,960 20,832 21,672 22,260 123.9% 22,440 124.9% 

地域密着型通所介護（回/年） 4,760,029 4,919,500 5,093,623 5,258,411 110.5% 5,410,708 113.7% 

認知症対応型通所介護 （回/年） 948,500 962,868 1,005,930 1,043,048 110.0% 1,064,921 112.3% 

介護予防認知症対応型通所介護 （回/年） 2,080 2,285 2,293 2,335 112.3% 2,651 127.4% 

小規模多機能型居宅介護 （人/年） 47,609 53,196 57,432 61,980 130.2% 66,228 139.1% 

介護予防小規模多機能型居宅介護（人/年） 3,201 4,128 4,428 4,800 150.0% 4,968 155.2% 

看護小規模多機能型居宅介護（人/年） 8,479 14,424 17,844 21,264 250.8% 22,800 268.9% 

出典：東京都高齢者保健福祉計画 令和３年度～令和５年度 
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ウ 施設・居住系サービス利用者数の見込み （単位：人） 
  

令和元年度 

 

令和３年度 

 

令和４年度 
令和５年度 令和７年度 

 令和元年度比  令和元年度比 

施設サービス利用者数 76,760 81,030 83,493 85,205 111.0% 90,310 117.7% 

 介護老人福祉施設 

（うち地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 

50,611 54,273 56,227 57,522 113.7% 60,828 120.2% 

(806) (905) (934) (969) (120.2%) (1,066) (132.2%) 

介護老人保健施設 22,094 22,696 23,171 23,542 106.6% 24,982 113.1% 

介護医療院 411 2,277 2,758 3,240 787.7% 4,500 1094.0% 

介護療養型医療施設 3,644 1,784 1,337 901 24.7% - - 

居住系サービス利用者数 59,471 64,850 67,405 69,603 117.0% 72,730 122.3% 

 認知症対応型共同生活介護 

（うち介護予防認知症対応型共同生活介護） 

10,762 11,788 12,440 13,076 121.5% 13,719 127.5% 

(31) (28) (29) (29) (95.1%) (31) (101.6%) 

特定施設入居者生活介護 

 

（うち地域密着型特定施設入居者生活介護） 

 

（うち介護予防特定施設入居者生活介護） 

48,710 53,062 54,965 56,527 116.0% 59,011 121.1% 

 

(152) 

 

(158) 

 

(161) 

 

(165) 

 

(108.7%) 

 

(164) 

 

(108.1%) 

(5,636) (6,202) (6,409) (6,577) (116.7%) (6,831) (121.2%) 

合   計 136,231 145,880 150,898 154,808 113.6% 163,040 119.7% 

出典：東京都高齢者保健福祉計画 令和３年度～令和５年度 

 

 

(6）老人福祉施設等の開設状況 （令和５年４月１日現在）（単位：か所、人） 

施設種別 概 要 設置区分   施設数 定員等 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホー

ム） 

身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護

を必要とし、かつ居宅においてこれを受けることが

困難な者を養護する。 

公  立 43 3,745 

法 人 立 537 49,373 

計 580 53,118 

介護老人保健施設 

寝たきり要介護高齢者等に対し、リハビリテーショ

ン、看護・介護等の医療ケアと日常生活上のサービス

を併せて提供することにより、高齢者の自立を支援

し、在宅生活への復帰を目指す。 

公  立 3 311 

法 人 立 201 21,746 

計 204 22,057 

老人デイサービスセ

ンター※ 

居宅要介護者等に入浴、食事の提供、機能訓練等を行

い、利用者の心身機能の維持や家族の身体的・精神的

負担の軽減を図る。 

公  立 15 - 

法 人 立 3,790 - 

計 3,805 - 

 

老人短期入所施設 
居宅要介護者等を介護者に代わって養護する必要があ

る場合に、一時的に入所サービスを提供する。 

公  立 4 - 

法 人 立 648 - 

計 652 - 

 

訪問看護ステーション 
通院が困難な寝たきり高齢者などに対して主治医の指

示の下に看護師等が訪問看護を行い、在宅生活を支援

する。 

公  立 1 - 

法 人 立 1,597 - 

計 1,598 - 

認知症高齢者グルー

プホーム 

認知症高齢者が、５～９名の小規模で家庭的な雰囲気

の中で、専門的なスタッフによる援助体制の下に共同

生活を行う。 

 

703 

 

12,326 

シルバーピア 

一人暮らし又は高齢者のみの世帯の高齢者が地域の中

で生活を続けられるよう、生活援助員（LSA）又はワ

ーデンを配置するなど、高齢者向けに配慮した集合

住宅 

区市町村立・営 292 5,590 

都 営 住 宅 183 4,313 

都市再生機構 13 235 

計 488 10,138 

軽費老人ホーム 

（Ａ型） 

自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、又

は高齢等のため独立して生活するには不安があり、

かつ家族による援助を受けることが困難な高齢者

に、日常生活上必要な便宜を供与する。 

平成20年以降、新規はなく既存施設のみ。 

公  立 0 0 

法 人 立 8 600 

 

計 

 

8 

 

600 
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軽費老人ホーム 

（Ｂ型） 

自炊ができる程度の健康状態にあり居宅において生活
することが困難な高齢者に、日常生活上必要な便宜を
低額な料金で提供する。 
平成20年以降、新規はなく既存施設のみ。 

公  立 1 50 

法 人 立 0 0 

計 1 50 

 

軽費老人ホーム 

（ケアハウス） 

自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、

又は高齢等のため独立して生活するには不安があ

り、かつ家族による援助を受けることが困難な高齢

者に、日常生活上必要な便宜を供与する。 

公  立 8 370 

法 人 立 36 1,762 

計 44 2,132 

 

軽費老人ホーム 

（都市型） 

身体機能の低下等により自立した日常生活を営むこと

について不安があると認められ、かつ家族による援 

助を受けることが困難な高齢者に、日常生活上必要な

便宜を供与する。 

 

91 

 

1,582 

 

養護老人ホーム 
環境上の理由及び経済的理由により、居宅において養

護を受けることが困難な者を養護する。 

公  立 0 0 

法 人 立 32 3,371 

計 32 3,371 

生活支援ハウス 

(高齢者生活福祉セン

ター) 

老人デイサービスセンター等に併設又は隣接し、高

齢等のため居宅において不安のある者に対し、必要

に応じ住居の提供、各種の相談・助言等を行う。 

 

2 

 

24 

 

有料老人ホーム 
高齢者を入居させ､入浴､排泄若しくは食事の介護､食

事の提供又はその他日常生活上必要な便宜を供与す

る｡ 

 

1,051 

 

63,863 

 

地域包括支援セン

ター 

高齢者が住み慣れた地域で尊厳ある暮らしを継続 

できるよう、介護予防のケアマネジメント、総合的な

相談・支援、虐待の防止、権利擁護、包括的・継続的

ケアマネジメントの支援等を行う。 

 

462 

 

- 

※老人デイサービスセンターは、通所介護、地域密着型通所介護及び認知症対応型通所介護の合

計 

 

 

第２節 

１ 東京都高齢者保健福祉計画の策定 

老人福祉法に基づく「老人福祉計画」と介護保険法に基づく「介護保険事業支援計画」を、３年

間を１期とする高齢者施策の総合的・基本的計画として一体的に策定するものであり、令和３年

度から令和５年度までの３年間の目指すべき基本的な政策目標を定め、その実現に向けた取組を

明らかにしている。 

 

２ 介護保険制度の運営 

介護保険制度は、高齢者の介護を社会保険の仕組みにより社会全体で支え合うため、平成12年４

月に創設されたものである。 

都は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、保険者である区市町村と連携し、

適正な保険給付の確保や介護保険事業支援計画に基づく基盤整備などに取り組んでいる。 

 

(1）介護サービス情報の公表（平成18年度事業開始） 

介護サービスの利用者等による、より適切な介護サービス事業者の選択を支援するため、介護

サービス事業者に介護サービス事業所情報の報告を義務付け、報告された情報をホームページで
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公表するとともに、調査指針に基づき原則６年ごとに訪問調査を実施し、調査結果をホームペー

ジで公表する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

(2）介護給付費都負担金（平成12年度事業開始） 

介護保険法第123条（都道府県の負担）の規定に基づき、介護給付費の12.5％（介護保険施設

及び特定施設入居者生活介護に係るものについては17.5％）を負担する。（実施主体：区市町村） 

 
 
 

※金額は令和５年度予算額 

 

(3）財政安定化基金の運営（平成12年度事業開始） 

保険者である区市町村の介護保険財政の安定化を図るため、国、都及び区市町村が貸付け又は

交付を行う目的で資金を拠出して設置した財政安定化基金の運営を行う。（実施主体：東京都） 

(4）地域支援事業交付金 

介護保険法で定められた「地域支援事業」に係る費用を負担する（法定負担）。（実施主体：区

市町村） 

ア 介護予防・日常生活支援総合事業（平成27年度事業開始） 

介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業 

イ 包括的支援事業（平成18年度事業開始） 

地域包括支援センターの運営、在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知 

症総合支援事業、地域ケア会議推進事業 

ウ 任意事業（平成18年度事業開始） 

介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業等 

(5）第１号保険料の低所得者軽減強化（平成27年度事業開始） 

介護保険制度維持のため、第１号保険料について公費を投入して低所得者の保険料の軽減を行

う。都は、介護保険法第124条の２の規定に基づき、区市町村が保険料軽減に要した額の４分の

１を負担する。（実施主体：区市町村） 

(6）低所得者特別対策事業（国の特別対策。平成12年度事業開始） 

低所得者等の介護保険サービス利用料等を国、都、区市町村及び事業者の負担により軽減する。

（実施主体：区市町村） 

ア 障害者ホームヘルプサービス利用者に対する助成事業 

イ 社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度

事業 

ウ 離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業 

(7）低所得者特別対策事業（都独自の支援策。平成13年度事業開始） 

国 都 区市町村 第１号被保険者 第２号被保険者 

2,453億円 1,560億円 1,338億円 2,462億円 2,810億円 

25.0%(20.0％) 12.5%(17.5％) 12.5％ 23.0％ 27.0％ 
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国の特別対策である「社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利

用者負担額軽減制度事業」の対象サービス及び事業主体を拡大し、低所得者の介護サービス利用

料を都、区市町村及び事業者の負担により軽減する。（実施主体：区市町村） 

(8）離島等における介護保険支援事業（平成16年度事業開始） 

介護サービスの確保が困難な離島や山間等の過疎地域の特性に応じた施策を検討するため、離

島等サービス確保対策検討委員会を設置し、当該地域における介護サービス提供体制の充実を図

る。（実施主体：東京都及び離島等地域の町村、実績：開催回数３回） 

(9）認定調査員等研修事業（平成11年度事業開始。ただし、主治医研修は平成12年度事業開始） 

認定調査員、介護認定審査会委員及び主治医に対し、要介護・要支援認定事務の公平・公正か

つ適切な実施を図るため、必要な知識、技能等の修得及び向上に向けた研修を行う。（実施主体：

東京都（主治医研修は公益社団法人東京都医師会に委託）） 

(10）介護認定審査会運営適正化研修事業（平成13年度事業開始） 

介護認定審査会の運営状況等について、有識者らによる分析検討を行うとともに、その成果を

踏まえた研修を行うことにより、区市町村における要介護・要支援認定の適正確保に向けた取組

を支援する。（実施主体：東京都） 

(11）事業者指定・事業者情報提供事業（平成11年度事業開始） 

介護サービスの提供主体となる事業者を指定するとともに、指定事業者及び施設の指定、廃止、

休止等に関する情報を区市町村、都民等に提供する。（実施主体：東京都） 

(12）ケアマネジメントの充実 

介護保険制度の適切かつ円滑な運営に資するよう、必要な知識と技能を有する介護支援専門員

の養成を図るための法定研修等を実施する。 

ア 介護支援専門員名簿管理（平成13年度事業開始） 

イ 介護支援専門員研修事業（平成10年度事業開始） 

ウ 自立支援・重度化防止等介護支援専門員質の向上研修事業（令和３年度事業開始） 

（実施主体：ア及びウは東京都（アは公益財団法人東京都福祉保健財団に委託、ウは特定非

営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会に委託）、イは東京都及び東京都が指定する

法人） 

(13）介護保険審査会の運営（平成11年度事業開始） 

保険者である区市町村が行った行政処分に対する不服申立て（審査請求）の審理・裁決を行う

ために、介護保険法第184条に基づき、知事の附属機関として設置した東京都介護保険審査会を

運営する。（実施主体：東京都、実績：開催回数６回） 

(14）国民健康保険団体連合会苦情処理体制の整備（平成12年度事業開始） 

介護保険法上の苦情処理機関である東京都国民健康保険団体連合会が、その業務を円滑に行え

るよう支援し、もって利用者の権利の保護を図る。（実施主体：東京都国民健康保険団体連合会） 
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(15）高齢者保健福祉施策推進委員会の運営（平成20年度事業開始） 

高齢者保健福祉施策の推進を図るため、東京都高齢者保健福祉計画等の策定及び進行管理、そ

の他高齢者保健福祉施策の推進に必要な事項の検討等を行うため、高齢者保健福祉施策推進委員

会を設置し、運営する。（実施主体：東京都） 

 

 

３ 介護人材対策の推進 

介護人材不足に対し、人材の確保や早期離職の防止に取り組む介護事業者を支援するなど、質の

高い介護サービスが安定的に提供されるよう取り組んでいる。 

 

(1）介護人材確保対策事業（平成26年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

学生、主婦、元気高齢者、就業者等に介護現場を体験する機会を設け、体験者に対し介護の資

格取得から就労までの支援を一貫して行うことにより、介護人材の安定的な確保につなげる。 

また、離職者等を都内の介護施設等で直接雇用した上で、働きながら介護資格を取得させるこ

とにより介護人材の即戦力として確保する。（実施主体：東京都（社会福祉法人東京都社会福祉協

議会に委託）） 

ア 職場体験事業（実績：682人） 

イ 介護職員資格取得支援事業（実績：479人） 

ウ 介護職員就業促進事業（実績：911人） 

(2）介護の仕事就業促進事業（令和４年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

インターンシップからマッチング、就業、定着までを一貫して支援し、求職者と求人事業所双

方のニーズに応えることで、未経験者の介護分野への入職・定着を促進する。（実施主体：東京都、

実績：159人） 

(3）介護職員奨学金返済・育成支援事業（平成30年度事業開始） 

介護人材の確保と定着を図るため、事業者が新卒者等の未経験の常勤介護職員の奨学金返済相

当額を手当として支給する場合に補助する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、

実績：518人） 

(4）東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業（平成28年度事業開始） 

介護職員宿舎の借上げを支援することにより、介護人材の一層の確保定着を図るとともに、施

設等における防災の取組を計画的に進め、地域の災害福祉拠点として、災害時の迅速な対応を推

進する。（実施主体：公益財団法人東京都福祉保健財団、実績：1,908戸） 

(5）介護職員の宿舎施設整備支援事業（令和３年度事業開始） 

介護職員宿舎の整備を支援することで、働きやすい職場環境を実現し、介護人材の確保定着を

図る。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、実績：新規２件） 
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(6）介護現場改革促進事業（令和３年度事業開始）【｢未来の東京」戦略】 

介護サービスを効率的かつ継続的に提供するため、設備整備や人材育成等、生産性向上に向け

て取り組む介護施設・事業所に対して支援を行う。 

ア 移乗介護、移動支援、見守り・コミュニケーション、見守り支援機器導入に伴う通信環境整

備等の機器の購入に係る経費を補助する。(実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、

実績：214事業所) 

イ 介護業務支援システム導入のために必要なソフトウェア、タブレット端末等のハードウェア、

Ｗｉ-Ｆｉルーターの購入、システムの選定・活用に関するコンサルティング等に係る経費を

補助する。(実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、実績：488事業所) 

ウ 生産性向上に取り組む施設を育成するためのセミナー、次世代介護機器及びデジタル機器の

導入セミナー等を実施する。(実施主体：公益財団法人東京都福祉保健財団) 

エ 人材育成の仕組みづくりに係るコンサル経費、研修受講経費等、人材育成に要する経費を補

助する。(実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等、実績：86事業所) 

(7）東京都介護職員キャリアパス導入促進事業（平成27年度事業開始） 

介護保険事業所にキャリアパスの導入を促し、職員がキャリアアップを図れる環境を実現し、

専門的人材の育成を図るとともに、人材の定着促進につなげる。（実施主体：社会福祉法人、医療

法人、株式会社等） 

(8）介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業（令和２年度事業開始） 

介護人材の確保及び定着を図るため、介護施設・事業所に対して介護職員処遇改善加算等の取

得に係る助言・指導等を行い、加算の新規取得や、より上位の区分の加算取得等を支援する。

（実施主体：東京都（東京都社会保険労務士会に委託）） 

(9）代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業（平成21年度事業開始） 

介護サービス事業所の現任職員が研修に参加する際、その代替職員の雇用に要する経費を補助

することにより、介護サービス事業所の人材育成に向けた取組を支援する。（実施主体：東京都

（人材派遣会社に委託）、実績：33,393時間） 

(10）現任介護職員資格取得支援事業（平成23年度事業開始） 

介護職員の専門性の向上を目指し、介護福祉士国家資格取得を支援することにより、介護現場

で働く介護職員の育成及びサービスの質の向上を図る。（実施主体：公益財団法人東京都福祉保健

財団、実績：合格者534人） 

(11）介護職員スキルアップ研修事業（平成21年度事業開始） 

訪問介護員（ホームヘルパー）、介護保険施設等の介護職員を対象に、業務上必要な医学的知

識や高齢者特有の身体的特徴、緊急時の対応などについて研修を実施することにより、医療職等

との円滑な連携を可能にするとともに、適切な介護サービスの提供を促進する。（実施主体：東京

都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託）、実績：317人） 
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(12）介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業（平成23年度事業開始） 

たんの吸引等を適切に行うことができる介護職員等を養成するための研修を実施する（障害者

施策推進部事業と合同実施）。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）、

実績：1,597人） 

(13）介護事業者の地域連携推進事業（令和３年度事業開始） 

小規模介護事業者が安定的に事業運営し、介護サービスを継続的に提供できるよう、地域の中

核となる介護事業者を中心とした連携体制を構築するための試行的な取組を行う区市町村を支援

する。（実施主体：区市町村、実績：２区市） 

(14）東京都区市町村介護人材対策事業費補助金（平成30年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成促進を図るため、区市町村が取り組む介護人材

対策を支援する。（実施主体：区市町村、実績：48区市町村） 

(15）経済連携協定に基づく外国人介護士受入れ支援事業（平成20年度事業開始）【「未来の東京」戦

略】 

フィリピン、インドネシア及びベトナムとの経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき来日する介護福

祉士候補者が、在留期間内（上限は４年）に国家試験に合格し、引き続き就労ができるよう、民

間福祉施設等に対し、日本語習熟・介護福祉士試験対策のためのチューター経費や教材費等、資

格取得のための経費の一部を補助する。（実施主体：受入施設、実績：65施設、349人） 

(16）外国人技能実習制度に基づく介護実習生受入れ支援事業（平成30年度事業開始）【「未来の東京」

戦略】 

開発途上地域等への技能等の移転を図り、その経済発展を担う「人づくり」に協力することに

加え、技能実習修了後の介護福祉士資格の取得などキャリア形成を見据えた支援をするため、介

護職種の外国人技能実習生を受け入れる民間高齢者福祉施設に対し、実習生への日本語教育及び

介護技術の修得に要する経費の一部を補助する。（実施主体：受入施設、実績：24施設、36人） 

(17）外国人介護従事者受入れ環境整備事業（令和元年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

都内に所在する介護サービスを提供する事業所等が、外国人介護従事者受入れに係る各制度

（経済連携協定、外国人技能実習制度、在留資格「介護」等）の趣旨に沿って、外国人を円滑に

受け入れられるよう支援する。 

ア 介護施設等による留学生受入れ支援事業費補助金 

事業所が留学生を雇用し、学費等を支給する場合に、支給に要する経費に対し、予算の範囲

内で補助を行う。 

なお、本補助金において、留学生とは、介護福祉士養成施設への入学を前提とした日本語学

校に通う留学生及び介護福祉士養成施設に通う留学生をいう。（実施主体：受入施設、実績：６

事業所、23名） 

イ 外国人介護従事者受入れセミナー 
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事業所の経営者等に対し、外国人受入れに必要な知識・ノウハウ等を提供するためのセミナ

ー及び個別相談会を開催する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

ウ 外国人介護従事者指導担当職員向け研修 

外国人介護従事者の指導担当職員に対し、事業所における指導体制の整備を支援するための

研修を実施する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

エ 介護施設等による外国人介護職員とのコミュニケーション促進支援事業補助金 

事業所が事業所内の外国人介護職員と日本人職員や介護サービス利用者等との円滑なコミュ

ニケーションを支援するため、多言語翻訳機の導入や異文化理解に関する研修の受講等の環境

整備等の実施を支援する。(実施主体：受入施設、実績：70事業所) 

(18）外国人介護従事者受入れマッチング支援事業（令和５年度事業開始）【新規】【「未来の東京」

戦略】 

外国人介護従事者の雇用を検討している介護事業所が、外国人介護従事者を円滑に雇用できる

よう、外国人介護従事者の雇用について受入れ調整機関へ相談をすることができるマッチング支

援合同相談会を開催する。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

(19）ユニットケア研修等事業（平成15年度事業開始） 

ユニットケア施設が、入居者及び利用者の居宅における生活と入居及び利用後の生活とが連続

したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて、入居者及び利用者が自律的な日常生活

を営むことを支援するため、ユニットケア施設の管理者及び職員に対し、ユニットケアに関する

研修を実施する。（実施主体：東京都（一般社団法人日本ユニットケア推進センター及び一般社団

法人全国個室ユニット型施設推進協議会に委託）） 

(20）感染症対策指導者養成研修事業（平成19年度事業開始） 

老人福祉施設等において感染症の発生を防止するとともに、発生時に適切な対応ができるよう

な施設内体制を整備するため、老人福祉施設等における施設管理者及び感染症対策担当者を対象

に、感染症対策に関する研修を実施する。（実施主体：東京都） 

(21）介護施設内保育施設運営支援事業（平成30年度事業開始） 

介護従事者等の離職防止及び再就業促進を目的に、介護施設・事業所が雇用する職員のために

設置・運営する保育施設の経費を助成する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(22）介護現場におけるハラスメント対策事業（令和３年度事業開始） 

ハラスメント対策の普及・啓発に加え、介護現場におけるハラスメント相談窓口の設置や事業

者向け説明会の開催等により、介護職員の働きやすい職場環境づくりを支援する。（実施主体：東

京都（社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託）） 

(23）介護現場のＤＸ・タスクシェア促進事業（令和５年度事業開始）【新規】【「未来の東京」戦

略】 

ロボットを活用した介護業務のタスクシェアを進めることで、介護業務の負担軽減を図る実証
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を行うほか、介護の周辺業務の負担軽減を図るため、掃除・配膳ロボットの導入に要する費用の

一部を補助する。（実施主体：東京都） 

 

 

４ 介護予防・フレイル予防の推進 

これからの超高齢社会に向けて、生涯を通じた健康づくりを一層支援するため、福祉・保健・医

療部門の連携により、介護予防・フレイル予防の総合的な取組を推進する。 

 

(1）自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議推進事業(平成30年度事業開始) 

ア 自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議実践のための講師養成研修事業 

地域づくり・資源開発、政策形成につながりやすい地域ケア会議の実現のため、講師養成

研修を実施し、地域や組織の実情に合った独自の研修を行えるよう支援する。（実施主体：東

京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委託）） 

イ 自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議推進事業区市町村実務者連絡会議 

区市町村の地域ケア会議実務者（区市町村職員、地域包括支援センター職員、助言者とし

て参加する専門職等）を対象とする連絡会議を開催し、関係者の連携強化を図るとともに、

他自治体との課題検討等を通じ、各自治体における課題解決を支援する。（実施主体：東京都） 

(2）介護予防推進会議（平成16年度事業開始） 

都における介護予防の事業内容の検討等を行うことにより、区市町村における効果的かつ効率

的な事業の実施を支援することを目的として、介護予防推進会議を設置・運営する。（実施主体：

東京都） 

(3）介護予防・フレイル予防支援強化事業（令和２年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

ア 介護予防・フレイル予防推進支援センター設置事業 

フレイル予防の視点を踏まえ、通いの場をはじめとした地域における介護予防活動の拡大・

機能強化を図るため、東京都介護予防・フレイル予防推進支援センターを設置し、住民主体の

介護予防・フレイル予防活動等を推進する区市町村に専門的・技術的支援を提供する。（実施主

体：東京都（地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターに委託）） 

イ 介護予防・フレイル予防推進員配置事業 

住民主体の通いの場等の介護予防活動の拡大や、フレイル予防の観点を踏まえた機能強化に

取り組む、介護予防・フレイル予防推進員の配置を支援する。（実施主体：区市町村） 

(4）短期集中予防サービス強化支援事業（令和３年度事業開始）【｢未来の東京」戦略】 

短期集中予防サービスに取り組む区市町村に対し、定期的な訪問や助言等により一定期間支援

し、地域ケア会議、一般介護予防事業等とも連携した効果的な実施を推進する。（実施主体：東京

都（一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会に委託）） 
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(5）新しい日常における介護予防・フレイル予防活動支援事業（令和３年度事業開始）【｢未来の

東京」戦略】 

「新しい日常」で高齢者が健康状態を維持できるよう、感染症対策を講じて集合方式で行う通

いの場等の活動や、オンラインツールを活用して行う介護予防・フレイル予防活動に取り組む区

市町村を支援する。（実施主体：区市町村） 

(6）高齢者の健康づくりに資するスマートウォッチ等デジタル機器活用事業（令和４年度事業開始）

【「未来の東京」戦略】 

健康長寿医療センターの有する知見や臨床・研究フィールドを活用し、高齢者のバイタルや身

体活動量を計測できるスマートウォッチ等も用いながら、在宅中も健康状態の把握や病気の予兆

を察知できるアプリの開発等につなげるとともに、高齢者の行動変容を促し、健康増進を図る。

（実施主体：東京都、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター） 

 

 

５ 在宅療養の推進 

高齢者とその家族が、安心して在宅生活を継続できるよう在宅療養環境を整備する。 

 

(1）訪問看護人材確保育成事業（平成25年度事業開始） 

地域包括ケアシステムの構築に向け、高齢者の在宅療養生活を支える中心的な役割を担う訪問

看護師の確保・育成・定着に向けた総合的な支援策を行う。 

ア 管理者・指導者育成事業 

訪問看護ステーション運営の基礎実務、経営の安定化、人材育成体制の整備、看護小規模多

機能型居宅介護への参入等についての研修を実施し、管理者等を育成するとともに管理者同士

のネットワーク構築の推進を図る。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団に委

託）） 

イ 地域における教育ステーション事業 

訪問看護認定看護師相当の指導者が配置され、育成支援のできる訪問看護ステーションを教

育ステーションに指定し、同行訪問等の研修や勉強会など、地域の訪問看護人材の育成支援や

医療と介護の連携強化等のための取組を行う。（実施主体：東京都（東京都が指定する法人に委

託）） 

ウ 認定訪問看護師資格取得支援事業 

訪問看護の実践と相談・指導ができる看護師の育成を支援し、労働意欲の向上、定着の促進、

訪問看護師全体の質の向上を推進する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

エ 訪問看護人材確保事業 

看護職に訪問看護の業務内容や重要性、その魅力等をＰＲし、訪問看護の人材確保を図るた
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め、講演会等を開催する。（実施主体：東京都（公益社団法人東京都看護協会に委託）） 

オ 在宅介護・医療協働推進部会 

地域における介護・医療の関係機関が協働し、在宅での介護・医療を一体的に提供できるよ

う、訪問看護の推進のための取組をはじめとする多角的・総合的な取組を検討する。（実施主

体：東京都） 

(2）訪問看護ステーション代替職員（研修及び産休等）確保支援事業（平成26年度から訪問看護師

勤務環境向上事業及び訪問看護師定着推進事業として事業開始、平成29年度事業統合） 

ア 研修派遣による代替職員の確保 

訪問看護師の資質向上を図るため、訪問看護ステーションが研修計画に基づき訪問看護師を

研修等に参加させる際に確保する代替職員の経費を補助する。（実施主体：都内訪問看護ステー

ション） 

イ 産休・育休・介休による代替職員の確保 

訪問看護ステーションが、働きやすい職場環境の整備を行い、訪問看護師が産休・育休・介

休を取得する際に確保する代替職員の経費を補助する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

(3）新任訪問看護師育成支援事業（平成28年度から新任訪問看護師就労応援事業として事業開始、

令和３年度名称等変更） 

管理者等が都の定める研修を修了し、訪問看護未経験の看護職の雇用・育成を行う訪問看護ス

テーションに対し、育成に要する経費を補助する。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

(4）訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業（平成26年度及び27年度は福祉人材の確保・定着

モデル事業、平成28年度から本格実施） 

看護職員の事務負担を軽減し、専門業務に注力できる環境を整備するため、事務職員を新たに

配置する訪問看護ステーションへの支援を行う。（実施主体：都内訪問看護ステーション） 

(5）いきいき・あんしん在宅療養サポート訪問看護人材育成支援事業(令和５年度事業開始)【新規】 

訪問看護師の育成のための教育プログラムを作成するとともに、eラーニングと人体型シミュ

レータを活用し、移動・巡回型体験研修を実施する。（実施主体：東京都（東京都公立大学法人東

京都立大学と協定を締結）） 

(6）暮らしの場における看取り支援事業（平成28年度事業開始） 

住み慣れた暮らしの場における看取りを支援するため、看取り環境の整備に対する補助等を行

う。（実施主体：東京都及び区市町村等） 

 

６ 認知症の人の支援等 

認知症の人と家族が地域で安心して暮らせるまちづくりを推進するため、ケア・医療を担う人材

の育成や都民への普及啓発を行うとともに、地域の社会資源等を活用した支援体制を構築する。 
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(1）認知症高齢者グループホーム整備促進事業（平成10年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

区市町村、社会福祉法人、民間企業等が認知症高齢者グループホームを設置する場合に、その

整備に要する経費の一部を補助し、整備促進を図る。（実施主体：区市町村、実績：53ユニット） 

(2）認知症施策推進事業（平成19年度事業開始） 

東京都認知症施策推進会議において中・長期的な認知症施策を検討するとともに、認知症の理

解促進に向けた取組を展開する。（実施主体：東京都） 

(3）認知症疾患医療センター運営事業（平成22年度事業開始） 

認知症疾患医療センター（「地域拠点型」又は「地域連携型」）を各区市町村（島しょ地域等

を除く。）に設置し、認知症に関する鑑別診断、身体合併症と行動・心理症状への対応、専門医

療相談等を実施するとともに、認知症の人と家族介護者等の支援、地域の保健医療・介護従事者

等との連携の推進、人材の育成等を行うことにより、地域における認知症の進行予防から地域生

活の維持までに必要な医療を提供できる機能体制の構築を図る。（実施主体：東京都（東京都が指

定する医療機関に委託）） 

(4）認知症介護研修事業（平成13年度事業開始） 

認知症の人の介護サービスの充実を目的として、高齢者介護実務者及びその指導的立場にあ

る者に対し、認知症介護に関する実践的研修を実施する。（実施主体：東京都（社会福祉法人浴風

会認知症介護研究・研修東京センター及び社会福祉法人東京都社会福祉協議会に委託）） 

(5）若年性認知症総合支援センター運営事業（平成24年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

若年性認知症の相談にワンストップで対応する窓口を区部と多摩の２か所に設置し、若年性認

知症の人を早期かつ適切に支援する。（実施主体：東京都（特定非営利活動法人いきいき福祉ネッ

トワークセンター及び社会福祉法人マザアスに委託）） 

(6）若年性認知症支援事業（令和元年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

企業及び事業所向け研修会を開催することで、地域における支援体制の充実を図るとともに、

若年性認知症の人の居場所づくりや社会参加等を促進する。 

ア 企業向け研修会 

企業の人事・労務担当者等を対象に研修会を開催することで、職場における若年性認知症の

人への理解と支援の機運を高める。（実施主体：東京都） 

イ 介護・障害事業所向け研修会 

介護保険サービス事業所や障害福祉サービス事業所を対象に研修会を開催し、介護・障害事

業所における若年性認知症の人の受入促進及び支援の質の向上を図る。（実施主体：東京都） 

(7）高齢者権利擁護推進事業（平成19年度事業開始） 

高齢者虐待防止・養護者支援法等の趣旨を踏まえ、都内における高齢者権利擁護の推進並びに

高齢者虐待の予防及び、発見、迅速かつ適切な対応等に必要な体制の確保のため、区市町村・介

護保険事業者等の人材の育成等を行う。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団等
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に委託）） 

(8）認知症支援コーディネーター事業（高齢社会対策区市町村包括補助事業で実施）（平成27年度

事業開始） 

認知症の人と家族が地域で安心して生活できるよう、区市町村に認知症の医療、介護、生活支

援等の情報に精通した地域における認知症の専門家である認知症支援コーディネーターを区市町

村に配置し、個別ケース支援のバックアップ等を担い、認知症の疑いのある人の早期診断・対応

を進めることにより、地域の認知症対応力の向上を図る。（実施主体：区市町村） 

(9）認知症支援推進センター運営事業（平成27年度事業開始） 

認知症高齢者等を地域で支える医療専門職等を育成する支援拠点を設置し、地域の医師・看護

師等の医療職、認知症疾患医療センター職員、行政職員等に対する研修等を実施するとともに、

島しょ地域等の医療従事者等への支援を行い、さらに地域拠点型認知症疾患医療センターが実施

する地域の医療・介護専門職向けの研修を支援することにより、都内全体の認知症ケアに携わる

医療専門職等の認知症対応力の向上を図る。（実施主体：東京都（地方独立行政法人東京都健康長

寿医療センターに委託）） 

(10）歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業（平成28年度事業開始） 

認知症に係る早期の気付きや医療における認知症への対応力を高めるため、歯科医師、薬剤師

及び看護職員等に対する認知症対応力向上研修を実施する。（実施主体：東京都（一部の研修を公

益社団法人東京都歯科医師会、公益社団法人東京都薬剤師会、地方独立行政法人東京都健康長寿

医療センター、公益社団法人東京都看護協会に委託）） 

(11）認知症初期集中支援チーム員等研修事業（平成27年度事業開始） 

区市町村に配置されている認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域支援推進員が、その役

割を担うための知識・技能を習得するための研修を実施する。（実施主体：東京都（国立研究開

発法人国立長寿医療研究センター及び社会福祉法人浴風会認知症介護研究・研修東京センターに

委託）） 

(12）認知症とともに暮らす地域あんしん事業（平成30年度事業開始）【｢未来の東京」戦略】 

認知症(軽度認知障害を含む。）の初期から中・重度までの段階に応じて、地域において適切

な支援が受けられる体制を構築するため、区市町村が実施する以下のアからウまでの取組を支援

する。 

ア 認知症検診推進事業 

認知症の疑いを簡単に確認できるチェックリスト等を掲載したパンフレット等により認知症

に関する正しい知識の普及啓発を進めるとともに、認知症の早期診断に向けた認知機能検査を

推進する。（実施主体：区市町村） 

イ 認知症地域支援推進事業（高齢社会対策区市町村包括補助事業で実施） 

大規模団地等において認知症支援の拠点を設置し、①認知症の人の支援を担う人材の育成及
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び活動支援、②多職種協働の推進、③初期段階の認知症の人への支援、④本人の視点を重視し

た社会参加促進と地域づくりを実施する。（実施主体：区市町村） 

ウ 認知症ケアプログラム推進事業（一部、高齢社会対策区市町村包括補助事業で実施） 

認知症の行動・心理症状を軽減する「日本版ＢＰＳＤケアプログラム」を都内の介護サービ

ス事業所に普及し、認知症ケアの質の向上を図る。（実施主体：区市町村、東京都（公益財団

法人東京都医学総合研究所に委託）） 

(13）認知症サポーター活動促進事業（令和２年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーター等をつなぐチームオレンジの整備を推進す

る区市町村に対して、人材養成研修等による側面的支援を行う。 

ア 認知症サポーター活動支援 

一定水準以上の知識や支援技術を兼ね備えたオレンジ・チューターを活用しながら、区市町

村が配置したコーディネーターやチームオレンジのメンバー等に対する研修を実施するなど、

チームオレンジの整備を推進する区市町村に対して側面的な支援を行う。（実施主体：東京都） 

イ キャラバン・メイトの養成 

区市町村や企業等において認知症サポーターを養成するための講師となる、キャラバン・メ

イトを養成するための研修を実施する。（実施主体：東京都） 

(14）ＡＩ等を活用した認知症研究事業（令和２年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

認知症対応に関する医療と研究の最先端を切り開き都民に還元することを目的として、地方独

立行政法人東京都健康長寿医療センターが設立する認知症未来社会創造センター（ＩＲＩＤＥ）

に対して支援を実施する。（実施主体：地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター） 

(15）認知症高齢者東京アプローチ社会実装事業（令和２年度開始事業） 

ＡＩとＩｏＴを用いて認知症のＢＰＳＤの発症を予測し、予防支援策を導くことで、認知症高

齢者のＱＯＬの向上、家族・介護者の負担軽減を図る。（実施主体：東京都（国立大学法人電気通

信大学に委託）） 

 

 

７ 地域における日常生活の支援等 

高齢者が住み慣れた地域において、いつまでも健康で生き生きとした生活を送っていくための適

切な支援を行う。 

 

(1）地域包括支援センター職員研修等事業（平成18年度事業開始） 

地域包括支援センターに勤務する職員又は職員となる予定の者が、地域包括ケアの推進主体と

して大きな役割を担う地域包括支援センターの意義、その業務、他の専門職との連携等について

理解し、業務を行う上で必要な知識及び技術の習得・向上を図り、もって地域包括支援センター
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の適切な運営及び更なる機能強化を図る。（実施主体：東京都（公益財団法人東京都福祉保健財団

に委託）） 

(2）高齢者向け住宅の生活支援サービス公表事業（平成22年度事業開始） 

高齢者が自身の希望に沿った生活支援サービスを提供している住まいを選ぶことができるよう、

都内の高齢者向け住宅で提供している生活支援サービスの契約書等を、事業者からの届出を受け、

東京都のホームページで公表する。（実施主体：東京都） 

(3）生活支援体制整備強化事業（平成27年度事業開始） 

生活支援・介護予防サービスの充実・強化及び高齢者の社会参加を推進するため、地域資源の

開拓や地域活動の担い手の養成等を行う生活支援コーディネーターの養成・資質向上を図ること

により、地域におけるサービス提供体制の整備を支援する。（実施主体：東京都（社会福祉法人東

京都社会福祉協議会に委託）） 

(4）多様な主体の地域貢献活動による地域包括ケアの推進（平成27年度事業開始）【「未来の東京」

戦略】 

企業人や元気な高齢者などの豊富な知識と経験を活用し、地域福祉の担い手を創出していくた

めのセミナー等を開催するほか、多様な主体による地域貢献活動の情報を発信し、東京の強みを

生かした地域包括ケアシステムの構築を推進する。（実施主体：東京都（特定非営利活動法人サー

ビスグラントに委託）） 

(5）高齢社会対策区市町村包括補助事業（平成19年度事業開始） 

区市町村が地域の実情に応じ、創意工夫を凝らして主体的に実施する高齢者に対する福祉サー

ビスの充実に資する事業を支援することにより、都における福祉保健施策総体の向上を図る。

（実施主体：区市町村、予算額：5,680,000千円） 

区 分 事 業 

 

 

 

 

 

１ 先駆的事業 

新たな課題に取り組む高齢者分野の試行的事業で、次に例示するもののほか、

区市町村独自の創意工夫によるもの 

(1) 生涯現役社会に向けたシニアの社会参加推進事業 

(2) 外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業 

(3) 主任介護支援専門員を活用した地域のケアマネジメントの向上 

(4) 見守りサポーター養成研修事業 

(5) 認知症の人と家族を支える医療機関連携型介護者支援事業 

(6) 若年性認知症の人と家族を支える体制整備事業 

(7) ＩＣＴを活用した高齢者等の地域見守り事業 

(8) その他上記に分類されない事業 
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２ 選択事業 

都が目指す福祉保健施策の実現を図り、次に掲げる各政策分野の事業から区市

町村が選択して実施するもの又は区市町村が地域の特性を踏まえ、高齢者分野に

おいて独自に企画して実施するもの 

(1) ケアマネジメントにおける福祉と医療の連携促進事業 

(2) 高齢者虐待防止対策事業 

(3) シルバーピアの推進事業（東京都シルバーピア事業運営要綱（昭和63年３

月９日付62福老計第1089号）に基づき区市町村が行うものを対象とする。） 

(4) 住宅改善事業（バリアフリー化等） 

(5) 高齢者等の地域見守り推進事業 

(6) 介護サービス台帳システム導入補助事業 

(7) 認知症地域支援ネットワーク事業 

(8) 救急医療情報キット事業 

(9) 認知症普及啓発事業 

(10) 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護等推進事業 

(11) 認知症予防推進事業 

(12) 高齢者の避難支援プラン(個別計画)作成促進支援事業 

(13) 地域密着型サービス定期借地権活用促進事業 

(14) 機能強化型地域包括支援センター設置促進事業 

(15) 総合相談体制整備強化事業 

(16) 生涯現役社会に向けたシニアの社会参加推進事業（※１） 

(17) 外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業（※１） 

(18) 主任介護支援専門員を活用した地域のケアマネジメントの向上（※１） 

(19) 見守りサポーター養成研修事業（※１） 

(20) 認知症の人と家族を支える医療機関連携型介護者支援事業（※１） 

(21) 若年性認知症の人と家族を支える体制整備事業（※１） 

(22) 介護職員宿舎借り上げ支援事業 

(23) 認知症支援コーディネーター事業 

(24) 選択的介護実施事業 

(25) 認知症ケアプログラム推進事業 

(26) 認知症地域支援推進事業 

(27) 介護サービスにおけるデジタル技術を活用した利便性向上支援事業 

(28) 高齢者見守り相談窓口設置事業 

(29) その他別に定める事業 

※１ (16)から(21)までの事業については、１先駆的事業に該当し採択され

た事業で、事業開始４年目以降の事業を支援する。 

 

 

 

 

 

３ 一般事業 

区市町村が地域の特性に応じ主体的に取り組む次に掲げるもの 

(1) 高齢者の社会参加を促進するための事業（老人クラブへの助成） 

(2) 一人暮らし高齢者等の安全確保のための事業（高齢者救急通報システム事

業、高齢者住宅火災通報システム事業） 

(3) その他の事業 

ア 高齢者が地域で安心して生活できるための事業 

（友愛訪問・電話訪問・相談事業、乳飲料・牛乳配達訪問など） 

イ 高齢者が在宅での生活を続けていくための事業 

（家具等転倒防止用具の設置事業、高齢者の日常生活用具の給付事業） 
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(6）避難者の孤立化防止事業（平成23年度事業開始） 

被災地からの避難者（特に高齢者、障害者等の要援護者）に対して、各地域の社会福祉協議会

や地域包括支援センター運営法人が中心となり、区市町村や自治会、民生委員等と連携しながら、

戸別訪問、避難者が集うサロンの設置等を実施することによって、避難者を支援し、孤立化を防

止する。（実施主体：社会福祉法人東京都社会福祉協議会） 

(7）高齢者を熱中症等から守る区市町村支援事業（平成23年度事業開始。医療保健政策区市町村包

括補助事業で実施） 

区市町村が地域の実情に応じて主体的に実施する高齢者に対する熱中症予防の普及啓発・見守

り、猛暑時の避難場所の設置などの取組を支援する。（実施主体：区市町村） 

(8）ＴＯＫＹＯシニア食堂推進事業（令和５年度事業開始）【新規】【「未来の東京」戦略】 

地域の高齢者が気軽に立ち寄り、飲食をしながら様々な交流をすることができる会食活動の取

組を推進することにより、高齢者の交流機会の増加、心身の健康増進、多世代交流の促進を実現

する。（実施主体：区市町村） 

(9）在宅要介護者の受入体制整備事業（令和２年度事業開始） 

在宅で高齢者を介護する家族等が新型コロナウイルス感染症に感染した場合等に備え、介護が

必要な高齢者が緊急一時的に利用できる介護施設や宿泊施設等の確保、介護職員の配置などの受

入体制を整備する区市町村を支援する。（実施主体：区市町村） 

(10）介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業（令和２年度事業開始） 

新型コロナウイルス感染症の発生した介護サービス事業所・施設等に対して、必要な介護サー

ビスを継続して提供できるよう、通常の介護サービスの提供時には想定されない、かかり増し経

費を補助する。（実施主体：東京都） 

 

８ 高齢者の生きがいと社会参加の促進 

元気な高齢者の豊かな知識・技術・経験を地域社会に積極的に生かすことができるよう、様々な

活動の場や機会を提供し、社会活動への参加を支援する。 

 

(1）老人クラブの育成（昭和32年度事業開始） 

高齢者の知識及び経験を生かして、生きがいと健康づくりのための多様な社会活動を通じ、高

齢期の生活を豊かなものとするとともに、いきいきとした高齢社会の実現に資するため、老人ク

ラブへ助成する。（実施主体：区市町村、実績：3,068クラブ） 

(2）シルバーパスの交付（昭和49年度事業開始） 

高齢者の社会参加を助長し、高齢者福祉の向上を図るため、シルバーパスを発行し、これを利

用することにより一般乗合旅客自動車等に乗車できるようにする事業を行う指定団体に対し、事

業の実施に必要な支援を行う。（実施主体：一般社団法人東京バス協会、実績：交付枚数約102万
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枚 ※令和３年９月（一斉更新）から令和４年９月までの交付枚数） 

(3）百歳訪問事業（昭和33年度事業開始） 

老人週間行事の一環として、年度中に百歳になる長寿者に、知事からの記念品等を贈呈して、

その長寿を祝福する。また、対象者のうち１名を知事が訪問する。（実施主体：東京都、実績：

3,314人） 

(4）人生100年時代セカンドライフ応援事業（平成30年度事業開始）【｢未来の東京」戦略】 

高齢者を対象とした文化、教養、スポーツ活動等の促進等により、多様なニーズを持つ高齢者

の生きがいづくりや自己実現の機会を創出する。また、高齢者が気軽に立ち寄り参加できる活動

拠点や、高齢者が担い手となり、高齢者や障害者、子供など、地域で暮らす多様な住民が気軽に

立ち寄り、交流を図る拠点の整備を支援する。(実施主体：区市町村) 

(5）人生100年時代社会参加マッチング事業（令和４年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

シニア・プレシニアの継続的な社会参加を促進するため、希望に応じた仕事や学び、趣味、地

域活動ができるよう情報を一元化するとともに、区市町村の取組を支援する。（実施主体：東京都、

区市町村） 

(6）老人クラブ活動継続支援事業（令和４年度事業開始） 

地域において、高齢者の生きがいづくりや健康づくり、見守り活動等の地域を支える役割を担

う老人クラブの事務効率化等を図る区市町村を支援する。（実施主体：区市町村） 

(7）要介護度等の維持改善に向けた介護事業者の取組促進（令和５年度事業開始）【新規】【「未

来の東京」戦略】 

科学的介護の定着・促進に向けて、導入の意義やメリット等について事業者へ周知を行うとと

もに、要介護等の維持・改善につながる取組を評価することにより、高齢者等の自立支援・重度

化防止の取組を促進する。（実施主体：東京都（事業者に委託）） 
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９ 老人福祉施設の運営指導等 

利用者のサービスの維持・向上を図るため、老人福祉施設の運営指導等を行う。 

 

(1）特別養護老人ホーム経営支援事業（平成12年度事業開始） 

特別養護老人ホームが、介護保険制度に円滑に移行し、利用者サービスの維持・向上など、新

しい時代の都民要望に応えられる施設となり、自立的な経営が図られるよう、その運営費等に要

する経費の一部を補助する。（実施主体：都内特別養護老人ホーム、実績：462か所） 

(2）軽費老人ホーム（ケアハウス）運営費補助（昭和36年度事業開始） 

自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、又は高齢等のため独立して生活するには不

安があり、かつ家族による援助を受けることが困難な60歳以上の高齢者に対し、日常生活上必要

な便宜を供与し、健康で明るい生活を送ることができるようにする。平成23年度からは、都市型

軽費老人ホームへの運営費補助を行っている。（実施主体：都内軽費老人ホーム（ケアハウス）、

実績：都市型軽費老人ホーム91か所、ケアハウス34か所） 

(3）高齢者施設等のＢＣＰ策定支援事業（令和２年度事業開始） 

自然災害及び感染症発生時における高齢者施設等の事業継続を図るため、講座の開催やアドバ

イザーの派遣等を行い、ＢＣＰ（事業継続計画）の策定や訓練の実施等を支援する。（実施主体：

東京都（コンサルタント会社に委託）） 

(4）介護サービス事業所のＢＣＰ策定支援事業（令和５年度事業開始）【新規】 

都内の介護サービス事業所において実態に即したＢＣＰ策定を、研修会や個別相談会の実施に

より、きめ細やかに支援することで、自然災害及び感染症発生時における業務継続力向上を図る

ことを目的とする。（実施主体：東京都（コンサルタント会社に委託）） 

(5）高齢者施設での新型コロナ発生時の応援職員派遣事業（令和２年度事業開始） 

高齢者施設において新型コロナウイルス感染症の感染者等の発生により職員が不足し、区市町

村内で応援職員の確保が困難な場合に、都及び協力団体が広域的な応援派遣調整を行うなど、人

的応援体制を確保する。（実施主体：東京都、社会福祉法人東京都社会福祉協議会、一般社団法人

東京都老人保健施設協会、代替職員派遣に関しては、人材派遣会社に委託） 

(6）高齢者施設における新型コロナウイルス感染症対策強化事業（令和２年度事業開始） 

感染者が発生した場合に影響が大きい特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設等を対象とし

て、スクリーニングを含むＰＣＲ検査等を実施した場合の経費を支援する。（実施主体：都内特別

養護老人ホーム、介護老人保健施設等） 

(7）高齢者施設への集中的検査の実施（令和２年度事業開始） 

重症化リスクの高い高齢者が利用する施設の職員等を対象として集中的・定期的にＰＣＲ検査

及び抗原定性検査を実施する。（実施主体：東京都） 

(8）東京都高齢者施設事業継続支援事業（令和３年度事業開始、令和５年５月７日事業終了） 
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施設入所者への感染防止や施設従事職員の自宅内での感染防止のため、施設従事職員の宿泊先

確保として行うホテルや住居等の借上げ等に要する経費を支援する。（実施主体：東京都） 

(9）施設内療養を行う高齢者施設へのリハビリテーション職員派遣事業（令和４年度事業開始、令

和５年６月３０日事業終了）） 

施設内療養によりＡＤＬが低下した入所者に対し、新型コロナウイルス感染症収束後速やかに

リハビリを再開するため、理学療法士や作業療法士の派遣や、派遣に応じた支援金の支給を実施

する。（実施主体：東京都、公益社団法人東京都理学療法士協会、一般社団法人東京都作業療法士

会） 

(10）特別養護老人ホーム等物価高騰緊急対策事業（令和４年度事業開始） 

物価高騰等に直面する特別養護老人ホーム等の負担軽減に向けた緊急対策として、国の臨時交

付金を活用し、支援金を支給する。（実施主体：東京都） 

(11）介護サービス事業所燃料費高騰緊急対策事業（令和４年度事業開始） 

燃料費高騰に直面する介護サービス事業所の負担軽減に向けた緊急対策として、国の臨時交付

金を活用し、支援金を支給する。（実施主体：東京都） 

 

 

10 老人福祉施設等の整備 

大都市東京の特性に対応した多様な手法により、地域密着型施設を整備するとともに、ニーズが

依然として高い重度要介護者向けの特別養護老人ホームなどの広域型施設の整備も促進し、高齢

者の地域での生活を支える。 

 

(1）特別養護老人ホーム等整備費補助（昭和38年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

特別養護老人ホーム等の整備（創設、増築、改築等）を行うため、その経費の一部を補助する。

また、災害時における被災要援護者の受入れが可能となる設備等を備えた防災拠点型地域交流ス

ペースを整備する場合に整備費を補助する。（実施主体：社会福祉法人及び区市町村、実績：継続

16か所、新規３か所） 

(2）介護保険施設等の整備に係る用地確保支援事業（令和元年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

区市町村が行う土地所有者と特別養護老人ホーム等の整備事業者とのマッチング、整備用地の

確保等の取組に対し、経費の一部を補助する。（実施主体：区市町村） 

(3）地域密着型サービス等整備推進事業（平成18年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

地域密着型サービス等の整備を行うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：区市町村、

実績：15か所） 

(4）介護老人保健施設の整備（平成３年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

介護老人保健施設の整備を行うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：医療法人、社会
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福祉法人、区市町村等、実績：継続２か所） 

(5）ケアハウスの整備（平成７年度事業開始） 

介護専用型特定施設入居者生活介護の指定を受ける軽費老人ホーム（ケアハウス）の整備を行

うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：区市町村、社会福祉法人及び医療法人等） 

(6）介護専用型有料老人ホーム整備費補助（平成19年度事業開始） 

介護専用型有料老人ホームの整備を行うため、その経費の一部を補助する。（実施主体：社会福

祉法人、医療法人、株式会社等） 

(7）区市町村所有地の活用等による介護基盤の整備促進事業（平成29年度事業開始） 

区市町村の公有地を貸し付けて特別養護老人ホーム又は介護老人保健施設を整備する事業や改

築・大規模改修中の特別養護老人ホーム等の利用者を受け入れる改修支援施設を整備する事業に

対して補助を行う。（実施主体：区市町村、実績：２か所） 

(8）介護施設等の施設開設準備経費等支援事業（平成21年度事業開始） 

開設時から安定した質の高いサービス提供を支援するため、都内に設置される特別養護老人ホ

ーム等の開設準備に要する経費の一部を補助する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、及び区

市町村等） 

(9）ショートステイ整備費補助（平成22年度事業開始） 

特別養護老人ホーム以外に併設するショートステイや単独型ショートステイの整備を行うため、

その経費の一部を補助する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(10）サービス付き高齢者向け住宅整備事業（医療・介護連携強化加算）（平成27年度事業開始） 

高齢者が介護や医療が必要になっても24時間安心して暮らすことができる住まいを充実させる

ため、医療・介護・住宅が相互に連携したサービス付き高齢者向け住宅において、住宅等の整備

に対して加算補助を行う。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(11）都市型軽費老人ホーム整備費補助（平成22年度事業開始） 

都市部において、身体機能の低下等により見守りが必要な低所得高齢者向けの都市型軽費老人

ホームを整備する社会福祉法人、医療法人、株式会社等にその費用の一部を補助する。（実施主

体：区市、実績：４か所） 

(12）介護療養型医療施設から介護医療院への転換整備費補助（令和元年度事業開始） 

介護療養型医療施設から介護医療院への転換支援を行うため、その経費の一部を補助する。

（実施主体：医療法人、区市町村等） 

(13）高齢者施設等の防災・減災対策推進事業（令和元年度事業開始） 

介護施設等における、大規模停電時に医療的配慮が必要な入所者等の安全を確保するための非

常用自家発電設備の整備や、倒壊の危険性のあるブロック塀の改修等に必要な経費の一部を補助

する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(14）高齢者施設等の感染症対策設備整備推進事業（令和２年度事業開始） 
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高齢者施設等における感染症の拡大防止、感染症発生時のサービス継続のため、簡易陰圧装置

の設置、多床室の個室化、感染拡大防止のためのゾーニング環境の整備等に必要な経費の一部を

補助する。（実施主体：社会福祉法人、医療法人、株式会社等） 

(15）定期借地権の一時金に対する補助（平成21年度事業開始）【「未来の東京」戦略】 

公有地又は民有地に定期借地権を設定して特別養護老人ホーム等の整備を行う事業者に対して、

定期借地権設定に際して土地所有者に支払う一時金の一部を補助することにより、特別養護老人

ホーム等の整備を促進する。（実施主体：社会福祉法人、区市町村、医療法人等、実績：５か所） 

(16）借地を活用した特別養護老人ホーム等設置支援事業（平成26年度事業開始） 

特別養護老人ホーム等を整備する社会福祉法人等に対して土地賃借料の一部を補助することに

より、施設整備を促進する。（実施主体：社会福祉法人、区市町村、医療法人等、実績：継続35か

所、新規４か所） 

(17）広域的に利用する特別養護老人ホームの整備に伴う地域福祉推進交付金（平成29年度事業開始） 

東京都全体での特別養護老人ホームの必要定員数の確保に向け、地域の必要数を超えた整備に

同意する区市町村に対して、地域の福祉を推進するために各種事業に充当できる基金を造成する

ための資金を交付することにより、広域的に利用することを前提とした特別養護老人ホームの整

備を促進する。（実施主体：東京都） 

 

11 板橋キャンパス及び東村山キャンパスの再編整備・管理等 

板橋キャンパス及び東村山キャンパスの再編整備・管理を行うほか、地方独立行政法人東京都健

康長寿医療センターの安定的かつ自立的な運営に対し支援を行う。 

 

(1）板橋キャンパス及び東村山キャンパスの再編整備・管理 

板橋キャンパス及び東村山キャンパスの再編整備・管理を行う。（実施主体：東京都） 

(2）地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターへの支援 

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターは、高齢者に対して高度専門医療を担う病院と

して患者本位の質の高い医療サービスを提供するとともに、高齢者の健康の維持・増進と活力の

向上を目指す研究を行っている。都は、法人の安定的かつ自立的な運営に対し支援を行う。（実施

主体：地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター） 
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